
健康寿命延伸による介護費用
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近藤克則

日本老年学的評価研究

JAGESプロジェクト 代表

リサーチ・クエスチョン（ＲＱ）

• 健康寿命延伸が介護費用に与える
影響は？（医療費は2年かけても入手できず）

• 健康寿命延伸は可能か

–健康寿命の地域間・集団間・年代間
格差はあるか

–不健康をもたらすものを操作可能か

–操作によって期待する効果はあるか

–操作にかかる費用は大きすぎないか？
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介護予防

リハビリテｰション

要介護者の
ケアマネジメント

終末期ケア

健康

死

疾
患
・

要
介
護
状
態

時間

健康寿命と医療・介護費
医療費

介護費
健康
寿命

健康寿命が延びた場合

• 介護期間が短くなる・軽度になる場合

–介護費用は減る

• 長命になって介護期間が伸びる場合

–介護費用は増えるかもしれない

• 医療費はデータがないので不明
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計算に用いた介護データ 大枠15～40％程度の削減が見込めそう

JAGES提供データに試算

* 経過的要介護は要介護1に含めている
** 介護給付費の年間費用額累計を年間累計受給者数÷12ヶ月で除算し、平均介護期間（4年11ヶ月）を乗じたもの
*** 介護給付費の年間費用額累計（約9兆円）に15～40％を乗じたもの
出所： JAGES調査分析、「平成28年度介護給付費等実態調査の概況」、

「平成27年度生命保険に関する全国実態調査」

コミュニティ参加の有無別の11年間の介護費用額

日本の総介護費全体で約1.3～3.6兆円***の削減効果

趣
味
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会
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ー
ツ
の
会

（愛知県の常滑市5,483人の追跡データ）

要
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度 t

死亡時期要支援・要介護
認定時期

現在

-15％

-44％
-31％

平均生涯介護費用**

2倍

現状の平均1人当たり累積介護費用
の2倍を生涯介護費とおく
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要介護2
要介護3
要介護4
要介護5

2006 2017‘16‘15‘14‘13‘11 ‘12‘10‘09‘08’07

現状の平均1人当たり
累積介護費

（年）

2006年時点で要介護認定を受けていない
高齢者を11年間追跡

参加者では15～40％介護費用が少ない

常滑市データに基づく分析（死亡者かつ生前に要介護認定を受けた人が対象）

（要介護４,５の経験がある率）

コミュニティ参加者は、要介護になっても重症になりにくい

趣
味
の
会

ス
ポ
ー
ツ
の
会

重症になる人が少ない 更に、重症の期間も短い

（要介護４,５が継続した月数）

趣
味
の
会

ス
ポ
ー
ツ
の
会

出所： JAGES調査分析
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25%

（寿命が延伸したとしても）重症化予防により、介護費用削減効果は認められ得る
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まったくない 年に数回 月に１、２回 週に１回以上

趣味の会参加頻度による相違

OLS IPW with MI 死亡率
(十万円)

週１回以上、趣味やスポーツの会に参加していた高齢者
11年間で30～50万円/人程度、介護費が低い

OLSは、2006年時点の性別・年齢・治療疾患の有無、修学年数、等価所得、婚姻状態、世帯構成、健康度自己評価を調整。不明はダミー変数にして投入。

IPWwithMIは、同変数の欠損値を多重代入法で補完後、各社会参加頻度への該当しやすさを推定し、その逆数を調整したもの。

(%)
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まったくない 年に数回 月に１、２回 週に１回以上

スポーツの会参加頻度による相違

OLS IPW with MI 死亡率

(十万円) (%)

Saito M, Aida J, Kondo N, Saito J, Kato H, Ota Y, Amemiya A, Kondo K. (2019) Reduced long-term care cost by social participation
among older Japanese adult: A eleven-year follow-up study in JAGES. BMJ Open. (in press)

(n=2,833)              (n=259)              (n=524)            (n=972)                                 (n=3,712)             (n=91)               (n=125)               (n=572)

a) 質問紙調査での該当割合に基づく
b) 分母は当該地域で要介護認定を受けていない高齢者数（10,274名）

※なお、当該地域の総人口は57,024 人、65歳以上人口は15,034人である（2015年時点）
c) 趣味の会とスポーツの会のいずれも「まったく参加していなかった」人から「週１回以上」参加になった

場合を仮定している。

趣味やスポーツの会への参加者10%増で
11年間で8000万円程度の介護費削減の可能性

該当割合a) 実数b) 10%増加分
該当者が10%増加した

場合の11年間での
介護費削減見込みc)

趣味の会参加
（週１回以上）

21.8% 2,240名 224名
7,840万円

（35万円*224名）

スポーツ参加
（週１回以上）

12.7% 1,305名 131名
7,991万円

（61万円*131名）

Saito M, Aida J, Kondo N, Saito J, Kato H, Ota Y, Amemiya A, Kondo K. (2019) Reduced long-term care cost by social participation
among older Japanese adult: A eleven-year follow-up study in JAGES. BMJ Open. (in press)
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リサーチ・クエスチョン（ＲＱ）

• 健康寿命延伸が介護費用に与える
影響は？（医療費は2年かけても入手できず）

• 健康寿命延伸は可能か

–健康寿命の地域間・集団間・年代間
格差はあるか

–不健康をもたらすものを操作可能か

–操作によって期待する効果はあるか

–操作にかかる費用は大きすぎないか？

JAGES調査フィールド
日本老年学的評価研究

Japan Gerontological Evaluation Study

JAGES 2010/11
参加市町村数 31
送付数 約17万人
回収数 約11万人
回答率 約66.3%

JAGES 2013/14
参加市町村数 30
送付数 約19.5万人
回収数 約13.8万人
回答率 約70.8%

JAGES 2016/17
参加市町村数 40
送付数 約30万人
回収数 約20万人
回答率 約69.5％

2016調査協力保険者

過去の協力保険者

東川町

東神楽町
美瑛町

音更町

十和田市

岩沼市

益子町

柏市

松戸市

船橋市

長柄町

小山町中央市早川町森町
豊橋市

田原市
2013のみ

十津川村
2010 & 2013のみ丸亀市

2013のみ

御船町

松浦市

福岡市
高梁市
2010のみ

神戸市

松本市

十日町市

新潟市

阿賀町

余市町

苫前町

高浜町

南城市
2010のみ

今帰仁村
2010のみ

阿久比町
2010のみ

名古屋市 東海市 大府市

知多市 東浦町 半田市

常滑市 武豊町 美浜町

南知多町 碧南市 西尾市

一色町 吉良町 幡豆町

度会町

横浜市

八王子市
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認知症になりにくいまちはどこ？
ＪＡＧＥＳ 2010-13追跡データが得られた24市町村
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東
浦
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要介護認定者で認知症自立度ランク２以上の者の割合
名古屋市を１として、
性・年齢階級が同じになるようにして比較

浜松医科大学 尾島俊之教授 提供

約３年間の追跡で，認知症を伴う認定者割合
が低い町がある．格差は４倍

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

Ｉ
Ａ
Ｄ
Ｌ
低
下
者
割
合
（
％
）

市区町村（ｎ=53)

最低

7.9％

平均

14.4％

最高

23.2％都市

郊外

農村

都市 多 郊外・農村 多

：政令指定都市内の区

：可住地人口密度が1,000人以上の市町村

： 〃 1,000人未満の市町村

2.9倍

市区町村別にみたIADL低下者割合（前期高齢者）

※IADL低下：TMIG-IC手段的自立0～4点

JAGES2010-11（加藤清人ほか，2015から作成）

老研式活動能力指標5項目（外出，買物，食事の準備，請求書支払い，貯金の出入）

認知症リスク

政令指定都市は暮らしているだけで認知症リスクが低い
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Incidence of Dementia over Three Decades 
in the Framingham Heart Study

Claudia L. Satizabal, Ph.D., Alexa S. Beiser, Ph.D., Vincent Chouraki, M.D., Ph.D., Geneviève Chêne, M.D., Ph.D., Carole Dufouil, 
Ph.D., and Sudha Seshadri, M.D.

February 11, 2016
N Engl J Med 2016; 374:523-532
DOI: 10.1056/NEJMoa1504327

3.6
2.8

2.2 2

0

1

2

3

4
認知症発症率/100人当たり

1980頃 1990頃 2000頃 2010頃

-22

-38

-44-50
-40
-30
-20
-10

0
認知症発症率の減少率

1980頃 1990頃 2000頃 2010頃

https://www.nejm.org/doi/full/10.1056/NEJMoa1504327から作成

％ ％

30年で
４割以上
減少

https://kopernio.com/viewer?doi=10.2147/CLEP.S163649&route=6

2018:10 1233–124
Roehr S et al

There is evidence 
of favorable trends 
in dementia 
incidence in 
Western HIC 
(stabilizing/decreas
ing). Reverse 
trends may occur 
in HIC of other 
regions, as 
exemplified by 
Japan.
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リサーチ・クエスチョン（ＲＱ）

• 健康寿命延伸が介護費用に与える
影響は？（医療費は2年かけても入手できず）

• 健康寿命延伸は可能か

–健康寿命の地域間・集団間・年代間
格差はあるか

–不健康をもたらすものを操作可能か

–操作によって期待する効果はあるか

–操作にかかる費用は大きすぎないか？

ゼロ次予防

三煌社,  p124

R. Bonita、 R. Beaglehole、 T. Kjellström: 
Basic epidemiology /. 2nd edition.
ISBN 92 4 154707 3 （NLM classification: WA 105）
© World Health Organization 2006

http://apps.who.int/iris/bitstream/10665/43541/3/9241547073_jpn.pdf

primordial prevention
原因となる社会経済的，
環境的，行動的条件の
発生を防ぐための対策
を取る.
暮らしているだけで健康
になる.
認知症が減る社会づくり.

WHOが提唱する
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(P<0.05) (P<0.05)

(P<0.05)

可住地面積当たりの公園面積

ス
ポ
ー
ツ
の
会

参
加
者
割
合

公園が広いまちはスポーツの会参加者が多く
運動機能低下者が少ない JAGES 2016

n=92市区町村

前期高齢者 後期高齢者

運
動
機
能
低
下
者

割
合

政策のレベルと量的評価の難しさ

政策
（policy）

施策
(program)

事業(project)

関わる
要因

・諸政策

多い

少ない

評価に
必要な
データ

膨大

少ない

緻密な
量的評価

不可能
マクロ・

質的評価
がやっと

可能性
あり
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約4年間の
認知症発症
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10～11点
1.3％

30～31点
14.0％

50～51点
52.8％

リスクスコア

認知症リスク評価尺度：0～62

33

高齢者72,127人を約4年間追跡

Lin HR, Tsuji T, Kondo K, Imanaka Y, Development of a risk score for the prediction of incident dementia in older adults using a frailty index and health 
checkup data: The JAGES longitudinal study. Preventive Medicine 2018 (In press).

社会との多様なつながりがある人で
認知症発症リスクは半減

認
知
症
発
症
リ
ス
ク

社会とのつながりの数

1. 配偶者がいる
2. 同居家族間の支援
3. 友人との交流
4. 地域のグループ活
動に参加

5. 就労をしている

13984名を9.4年追跡

46％減少

Saito T, et. al., J Epidemiol Community Health. 2018: 72(1):7-
12.
doi: 10.1136/jech-2017-209811.
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役割を担って社会参加している男性でう
つ発症のリスクは 7 分の 1

AGES 2003年調査時点でうつ傾向が無く，2006調査にも回答した65歳以上の2728人

趣味，スポーツ，町内会，ボランティア，老人クラブ，業界，宗教，政治のグループへの参加を
たずね、主成分分析で社会参加得点を算出

Takagi, D., Kondo, K., & Kawachi, I. (2013). BMC Public Health, 13: 701, doi: 10.1186/1471-2458-13-701.

介護予防事業を活用した地域づくりの例

－愛知県武豊町－
厚生労働省
介護予防マニュアル改定版 p4

http://www.mhlw.go.jp/topics/2009/05/tp0501-1.html

http://square.umin.ac.jp/ages/taketoyo.html
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2019/3/1923

【中山ふれあいサロン運営委員会（運営ボラ）】

☆ボラ人数 ⇒ ２８名（男性：１２ 女性：１６）平成２７年２月現在

☆ ボラ内容

・会場準備
・会場片付け
・お茶出し
・買物
・催物事前準備
・司会
・受付
・他

（平成２５年１１月一周年記念）

ボランティア数9倍に
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（人） （％）

年度 2007  2008 2009           2010          2011           2012          2013           2014          2015          2016
ｻﾛﾝ数 3            5        7         8                8                 10              10                11              11               13

サロン実参加者数/ボランティア数/
参加率の推移

武豊町データより作成
竹田，2017

401
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794
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実参加者数 ボランティア数 65歳以上参加率 65歳以上（要介護者除く）参加率

通いの場参加後の心理社会的な変化
分析対象：JAGES参加7市町の通いの場109箇所の参加者3,305
人のうち2,983人（回収率90.3％）

厚生労働科学研究費補助金（Ｈ27-認知症-一般 001）平成 2８年度総括・分担研究報告書、p56
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「通いの場」への参加がきっかけで
運動始めた人

51.9
48.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性(2406人）

男性(  466人） あり

なし

無回答

性別無回答111人を除く2872人

JAGES参加7市町の通いの場109箇所の
参加者3,305人のうち2,983人（回収率90.3％）

2つ以上
始めた人は
5割以上で
男性で多い

始めた種目のトップは
男女とも散歩・ウォーキング
２位は男でグラウンドゴルフ
女で体操が人気

n=1472 n=1472

厚生労働科学研究費補助金（Ｈ27-認知症-一般 001）平成 2８年度総括・分担研究報告書、p. 64-65

リサーチ・クエスチョン（ＲＱ）

• 健康寿命延伸が介護費用に与える
影響は？（医療費は2年かけても入手できず）

• 健康寿命延伸は可能か

–健康寿命の地域間・集団間・年代間
格差はあるか

–不健康をもたらすものを操作可能か

–操作によって期待する効果はあるか

–操作にかかる費用は大きすぎないか？
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どのようにしたら因果性を証明できるか？

社会参加 Y: 良好な健康状態

u: 元の健康状態，性格, など

コイントス Z: Instrumental Variable (操作変数：IV)

X:

Xに影響を与えるが、直接的にはYに影響を与えない変数

で外部に存在する（外生的）変数（コイントスのような）

交絡因子

Kawachi教授（ハーバード大学

公衆衛生大学院）提供スライド

距離はIV！それでも効果あり

• 地理情報システム（ＧＩＳ）により計測した会
場までの距離を測定

• 近くに住んでいる人ほど，主観的健康感は
改善，5年間の要介護認定率も抑制

0

5

10

15

20

25

参
加
者
割
合
（
％
）

近い←会場までの距離→遠い参加者（赤）

不参加者（青）

Ichida, et al 2013

Hikichi, et al 2015
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サロン参加群で要介護認定率は低い

0
2
4
6
8

10
12
14
16

参加群 非参加群

要介護認定率

%
2007年から2012年までの
5年間の要介護認定率を
参加群と非参加群で比
較した

5年間で要介護認定率は
約半分（6.3%ポイント）抑
制されていた

武豊プロジェクト

N =  312 2178 

Hikichi, H., Kondo, N., Kondo, K., Aida, J., Takeda, T., & Kawachi, I. 
Effect of community intervention program promoting social interactions on 
functional disability prevention for older adults: propensity score matching 
and instrumental variable analyses,     JAGES Taketoyo study. Journal of 
Epidemiology and Community Health (doi: 10.1136/jech-2014-205345)

サロン参加群で認知症発症3割減

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

参加群 非参加群

認知症発症
オッズ比 2007年から7年間追跡

認知症度ランク１以上
の要介護認定を受ける
確率を参加群と非参加
群で比較した

武豊プロジェクト

N =  152 1885 

Hikichi, H., Kondo, K., Takeda, T., and 
Kawachi, I. (in press) Social interaction and 
cognitive decline: Results of 7-years 
community intervention. Alzheimer's & 
Dementia: Translational Research & Clinical 
Interventions.

- 64-



加藤清人他，2017，厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業）「ポピュレーションアプローチによる
認知症予防のための社会参加支援の地域介入研究」（Ｈ27-認知症-一般001，研究代表者 竹田徳則）報告書

％

通いの場に参加するハイリスク者
二次予防事業より２倍以上多い

48.7 

22.9 
20.0 

14.6 13.5 

0

10

20

30

40

50
半分が
認知機能
低下者

要介護リスク5指標該当者割合（基本チェックリスト）

％
通いの場参加率/高齢者人口（平成27年度）

3.7％の半分

1.85％＞0.8％
二次予防
事業参加者
（ハイリスク者）率
（平成26年）

N=2,983人
（7市町，109会場）

厚生労働省公表資料に基づく試算

％

％

n=91
□都市(n=51)
〇市部(n=22)
△郡部(n=18)

％

％

n=91
□都市(n=51)
〇市部(n=22)
△郡部(n=18)

rs=-0.22＊

rs=-0.41＊＊

n=91
□都市(n=51)
〇市部(n=22)
△郡部(n=18)

％

％

r=-0.34＊＊

【問6】参加している会やグループ，仕事についておうかがいします．
1）あなたは下記のような会・グループにどのくらいの頻度で参加しています

か．
１.週4回以上 ２.週2～3回 ３.週1回 ４.月1～3回 ５.年に数回 ６.参加していない

市区町村単位の地域相関分析：91市区町村（n=188,583人）

１～４⇒参加者とした

１）要介護認定率と地域組織参加割合の相関分析（下図）

社会参加10％多いと認定率2〜5％低い

スポーツ 趣味 介護予防活動

*：p<.05 **：p<.01

偏回帰係数： -0.22＊＊ -0.16＊＊ -0.45＊＊

調整済R2 ： （0.42) (0.35) (0.41)  
〈目的変数〉要支援・介護認定率 〈説明変数〉地域組織参加割合

都市分類

２）「後期高齢者割合」「単身高齢者世帯割合」「高齢者有業割合」「可住地人口密度」を調整した重回帰分析

厚生労働科学研究費補助金「介護予防を推進する地域づくりを戦略的に進めるための研究」（H28-長寿-一般-002）研究班分析

都市で
相関が
強い

要
支
援
・
介
護
認
定
率
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介護サービス利用者が1000人減ると
• 平成 27 年度 介護給付費等実態調査の概況

• 15.7万円/月×12ヶ月＝188.4万円/年
• 1000人減ると18.8億円/年
• 2％/平均要介護認定率（18％） 減れば1割減

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/kaigo/kyufu/15/dl/11.pdf

17.7% 19.4% 21.7%

14.2% 15.0% 16.4%

2010年

（n = 32,610）

2013年

（n = 35,878）

2016年

（n = 41,489）

6.8% 9.0% 9.8%

19.6%

25.8% 25.3%

33.5%

40.0% 40.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

2010年

（n = 32,610）

2013年

（n = 35,878）

2016年

（n = 41,489）

月1回以上

週1回以上

いずれか
1種目以上

散歩・
ジョギング

体操・太極拳

ゴルフ
グラウンド・ゴルフ

舞踊・ダンス

Q. あなたが行っている趣味は何ですか
（複数回答可）

Q. あなたは下記のような会・グループに
どのくらいの頻度で参加していますか

→スポーツ関係のグループやクラブ

散歩・ジョギング，体操の実践者や
スポーツ関係のグループに所属する高齢者が増加

JAGESによる3度の悉皆調査により
6年間で2～7%の増加を確認！

14市町村 13市町村 17市町村 14市町村 13市町村 17市町村
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リサーチ・クエスチョン（ＲＱ）

• 健康寿命延伸が介護費用に与える
影響は？（医療費は2年かけても入手できず）

• 健康寿命延伸は可能か

–健康寿命の地域間・集団間・年代間
格差はあるか

–不健康をもたらすものを操作可能か

–操作によって期待する効果はあるか

–操作にかかる費用は大きすぎないか？

360,148 

147,227 

62,039 

9,207 8,119 
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

2007 2008 2009 2010 2014

1人当たり費用

4,681,920 

1,943,397 

806,505 836,710 712,274 

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

2007 2008 2009 2010 2014

1会場当たり費用

360,148 

147,227 

62,039 61,410 
41,455 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

2007 2008 2009 2010 2014

1開催当たり費用

開設3～4年後に費用低減
サロン費用の経年変化

武豊町のサロンでの
費用計算

人件費、運営委託費
など含む
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費目 内訳・単価 金額（円）

費用総額 6,327,077 
①人件費 3,197,460

②実費総額 会場運営費，講師謝礼，臨時雇用賃金など 3,129,617 
実参加人数（727人）一人当たり 8,703 
延べ参加人数（6441人）一人当たり 982 
サロン（8カ所）1カ所当たり 790,885 
サロン開所（109日）1日当たり 58,047 

「Ｈ24介護給付費実態調査の概要」 １人当り介護給付費
は年間で192万円＝年間4人要介護認定受ける者が減れ
ば元が取れる vs 5年間平均600人×6.3％=38人

武豊サロンPJ費用総額と内訳
20１0年

研究者12回（今は年4回）×3万×3人だとしても106万円
近藤克則: 保健・医療・介護における効果・質・格差の評価 －到達点と課題－. フィナンシャル・レビュー 3: 133-157, 2015

ＲＱへの入手可能な答え
• 社会参加による健康寿命延伸で介

護費用は下がりそう（医療費は2年かけても
入手できず不明）

• 健康寿命延伸は可能か
–健康寿命の地域間・集団間・年代間

格差はあるので可変

–社会参加はある程度操作可能

–社会参加増で介護予防は可能

–費用は抑制額よりは小さそう ＆
費用抑制は目的ではない
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医療と介護費は区別すべきでは？
• 健康な間も降圧剤などの医療費はかかる vs

健康な間は介護費は不要

• 延命される期間の慢性期医療費は増えるが，健
康長寿で介護費用が増えるというデータは？？
– 不健康な期間も減りはじめた？（or 1年のみ？）

• 予防に伴う過剰医療費のコストは高い vs
非医学的な予防法（社会参加・アクティブな生活
など）のコストは医学的な方法（専門職・技術費
用）より大幅に安い

• 予防で医療費は減らない．が，介護予防や介護
費用とは性質が違うのでは？
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Institute for Health Economics and Policy
IHEP

健康寿命
と退職

• 西村周三
• 医療経済研究機構
• shuzo.nishimura@ihep.jp
• shuzo@soleil.ocn.ne.jp

1

Institute for Health Economics and Policy
IHEP

はじめに
退職前後の健康に関しては、膨大な研究がある

1. 以下ではまず、２０１４年の公刊されたカワチ教授
らの著作を中心に、過去の研究のサーベイを行う。

2. 次に日本の関連する研究をサーベイする。
3. 「健康寿命」という場合の「健康」と「医療費」と
は必ずしも反対概念ではないが、この点を整理する
ことが必要

4. これを参考に、６０歳代の、「協会けんぽ」（被保
険者、被扶養者）と国保（退職者）に要している医
療費の比較を行う。

2
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バークマン、カワチ、グリモール
『社会疫学』（大修館、2017）

第６章「労働市場・雇用政策と健康」の紹介

1. 理論的研究
グロスマン・モデルでは、
①退職は個人が健康に投資する時間が増え
る⇒早く退職した方が健康！！ただし
次の因果関係に注意

②金銭面以外の便益の喪失⇒健康悪化

2. 先行研究：退職と健康の因果関係
①健康状態が悪い人ほど早期退職する？
②その後は？

結論：わからない

3

Institute for Health Economics and Policy
IHEP

研究手法とそこから浮かぶ論点

1. 縦断研究：退職前・退職時・退職後
①GAZEL（フランス）研究 退職後健康高まる
②イギリスWhitehall Ⅱ 公務員上位職のみメンタ
ル↑ 健康退職希望者 ↑ 健康を理由とする退職
者 ↓（メンタル・フィジカルとも）
認知機能 低下緩和 退職 認知機能やや悪化

2. いずれにせよ 選択バイアスがあるため、結論を出
すのは難しい

3. 準実験研究（自然実験）
操作変数法により、逆の結果：退職⇒健康状態↑

認知機能？（↑､？）
4. 一つの大切な論点：希望退職かそうでないか

4
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小塩『暮らしと健康』（岩波書店、2018）
第2章「中高年の健康・健康行動のダイナミズム」

1. 先行研究の紹介（一般的傾向）引退⇒健康 引
退⇒健康行動（の変化）

2. 「中高年縦断調査」第1回2005年, 32,240人）～第10
回2014年, 22748人）対象：当初就業、いずれかの時
点で退職者

3. 結論：健康変数が、男女で大きく異なる
男：退職後大きく変化、女：変化少ない

4. 注意点：就業から引退にかけての経路の多様性
正規と非正規：ヨーロッパでは長期雇用と短期雇

用の違い

5. Health capacity to work

5
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Health capacity to workの国際比較研究

1. 健康で十分働けるのに、年金受給ができるた
めに、働くのをやめる人を推計。

2. 60歳代後半に関して男性4割、女性3割引き上
げることができる。

3. 短期的な健康への影響は考慮した。
4. しかし長期的な健康への影響は不明⇒「中高
年縦断調査」を、もっと長期に伸ばして調査
することを期待。

6
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労働が健康に及ぼす影響
（遷移確率でとらえると・・・）

60歳代後半まで
働く

50歳代
働く

健康
⇒健康

健康
⇒病気が
ち

病気がち⇒
健康

病気がち
⇒病気が
ち

60歳代前半で
リタイア

50歳代
働く

健康
⇒健康

健康
⇒病気
がち

病気がち
⇒健康

病気がち
⇒病気がち

7
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健康寿命と医療費

1. 「健康寿命」の定義は、「健康でないことの自覚のあり
なし」なので、一見すると医療機関を受診しないことが
「健康」のように思える。日本では、病気だと思うとか
なり多数の人々が医療機関を受診できるから。

2. しかしこの理解は一面的。
3. 医療機関を受診することは、①「健康でないから」受診
するという側面と、その結果、②健康を回復するという
側面とがある。

4. 先行研究では、リタイア後健康になるという研究が多い。
ただしこれが日本にも当てはまるかどうか？

5. 疾病の種類ごとに

「医学的な治療効果」と「主観的健康感」との相関 が
わかるとよい。

8
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健康寿命と疾病・医療費

•健康寿命と医療費を直接結びつけて考えるより
•まず健康寿命と疾病（受診率など）との関連を
見る

•その後、長期間にわたる医療費の検討

9

Institute for Health Economics and Policy
IHEP

Population Health Managementにもとづい
た地域包括ケアシステムの展開ー

森山美知子氏の解説

①集団全体が何らかの健康リスクを有すると考え、②将来的に医療コストを
引き上げる集団を特定し、③費用対効果の高い方法的戦略を用いて予防し、
短期・長期的な医療費の抑制を図るものである。
財政総合研究所「医療・介護に関する研究会」報告書 平成28年5月

10

- 74-



Institute for Health Economics and Policy
IHEP

国保と後期におけるそれぞれ
の全受療者と、全レセプト上
に記入された診療報酬請求点
数合計値の関係（パレート
図）を図表4に示す。パレート
図は受療者をレセプト医療請
求点数の大きい人から少ない
人に降順に並べ、点数の高い
人からの累積点数を算出し、
その点数が全体の総計点数に
占める割合を％で計算し、同
時に人数の累計が全体の人数
に占める割合との関係を図示
したものである。国保は、上
位40％の者が国保全体医療費
の78％を、約60％の者が約

90％を使用していた。後期は、
上位20％の者が後期全体医療
費の76％を、40％の者が92％
を利用していることが確認で

きた。

（赤字は講演者が強調のた
めに転換している。）

11
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年齢階級別１人当たり医療費（平成28年度）－被保険者と被扶養者－

12

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000
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 0 -  4  5 -  9 10 - 14 15 - 19 20 - 24 25 - 29 30 - 34 35 - 39 40 - 44 45 - 49 50 - 54 55 - 59 60 - 64 65 - 69

年齢階級別１人当たり医療費（診療種別計・平成28年度）
協会（一般）・被保険者 協会（一般）・被扶養者 組合健保・被保険者 組合健保・被扶養者 市町村国保

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※診療費（入院、入院外、歯科）、調剤及び食事・生活療養に係る分である。

（円）
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年齢階級別１人当たり医療費（入院・平成28年度）
協会（一般）・被保険者 協会（一般）・被扶養者 組合健保・被保険者 組合健保・被扶養者 市町村国保

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。

（円）
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年齢階級別１人当たり医療費（入院外・平成28年度）
協会（一般）・被保険者 協会（一般）・被扶養者 組合健保・被保険者 組合健保・被扶養者 市町村国保

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外及び調剤に係る分である。

（円）
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（平成28年度）－協会けんぽ－

13
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（協会（一般）・平成28年度）

感染症及び寄生虫症
新生物＜腫瘍＞
血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害
内分泌，栄養及び代謝疾患
精神及び行動の障害
神経系の疾患
眼及び付属器の疾患
耳及び乳様突起の疾患
循環器系の疾患
呼吸器系の疾患
消化器系の疾患
皮膚及び皮下組織の疾患
筋骨格系及び結合組織の疾患
腎尿路生殖器系の疾患
妊娠，分娩及び産じょく
周産期に発生した病態
先天奇形，変形及び染色体異常
症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの
損傷，中毒及びその他の外因の影響
特殊目的用コード

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（協会（一般）被保険者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（協会（一般）被扶養者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。

（円）
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（平成28年度）－健保組合－
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（健保組合・平成28年度）

感染症及び寄生虫症
新生物＜腫瘍＞
血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害
内分泌，栄養及び代謝疾患
精神及び行動の障害
神経系の疾患
眼及び付属器の疾患
耳及び乳様突起の疾患
循環器系の疾患
呼吸器系の疾患
消化器系の疾患
皮膚及び皮下組織の疾患
筋骨格系及び結合組織の疾患
腎尿路生殖器系の疾患
妊娠，分娩及び産じょく
周産期に発生した病態
先天奇形，変形及び染色体異常
症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの
損傷，中毒及びその他の外因の影響
特殊目的用コード

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（健保組合 被保険者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院医療費（健保組合 被扶養者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院及び食事・生活療養に係る分である。

（円）
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（平成28年度）－協会けんぽ－
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（協会（一般）・平成28年度）

感染症及び寄生虫症
新生物＜腫瘍＞
血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害
内分泌，栄養及び代謝疾患
精神及び行動の障害
神経系の疾患
眼及び付属器の疾患
耳及び乳様突起の疾患
循環器系の疾患
呼吸器系の疾患
消化器系の疾患
皮膚及び皮下組織の疾患
筋骨格系及び結合組織の疾患
腎尿路生殖器系の疾患
妊娠，分娩及び産じょく
周産期に発生した病態
先天奇形，変形及び染色体異常
症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの
損傷，中毒及びその他の外因の影響
特殊目的用コード

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外に係る分であり、調剤に係る分は含まない。
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（協会（一般）被保険者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外に係る分であり、調剤に係る分は含まない。

（円）
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（協会（一般）被扶養者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外に係る分であり、調剤に係る分は含まない。

（円）
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（平成28年度）－健保組合－
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（健保組合・平成28年度）

感染症及び寄生虫症
新生物＜腫瘍＞
血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害
内分泌，栄養及び代謝疾患
精神及び行動の障害
神経系の疾患
眼及び付属器の疾患
耳及び乳様突起の疾患
循環器系の疾患
呼吸器系の疾患
消化器系の疾患
皮膚及び皮下組織の疾患
筋骨格系及び結合組織の疾患
腎尿路生殖器系の疾患
妊娠，分娩及び産じょく
周産期に発生した病態
先天奇形，変形及び染色体異常
症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの
損傷，中毒及びその他の外因の影響
特殊目的用コード

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外に係る分であり、調剤に係る分は含まない。
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（健保組合 被保険者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外に係る分であり、調剤に係る分は含まない。

（円）
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年齢階級別・疾病分類別１人当たり入院外医療費（健保組合 被扶養者・平成28年度）

資料：厚生労働省「平成28年度医療給付実態調査」 ※入院外に係る分であり、調剤に係る分は含まない。

（円）
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中高年者縦断調査特別報告の概要
―「高齢者の就業行動が健康意識に与える影響」を中心に―

中村 真理子

（国立社会保障・人口問題研究所）

2018年１２月25日（火）
【健康寿命の延伸の効果に係る研究班（第３回）】

於 厚生労働省【専用第21会議室】

１

中高年者縦断調査特別報告について

• 中高年者縦断調査とは
- （対象）2005年10月末時点で50歳から59歳の者

-第１回調査を2005年11月に実施
その後も年１回，同一の対象者を追跡

-最新は第1４回調査（2018年11月実施）

-家族，健康，就業，社会参加活動の状況等を調査

22２- 78-



横断調査と縦断調査

80年 90年 00年 10年 20年 30年 40年

10歳

20歳

30歳

40歳

50歳

60歳

・縦断調査（80年時点で0-10歳の集団）

80年 90年 00年 10年 20年 30年 40年

10歳

20歳

30歳

40歳

50歳

60歳

・横断調査（10年ごと・20-50歳が対象）

※7回の調査をする場合
１回の調査毎に別の名簿を作成
７回の調査で沢山の人が回答することに

※7回の調査をする場合
名簿は１つ（１回目の対象者＝２回目の対象者＝…）
対象者の１集団に繰り返し回答してもらう

3３

中高年者縦断調査特別報告について

• 第１回調査から第11回調査の10年分のデータ

• パネルデータの特性を生かした分析
‐ある時点の状況が将来に与える影響を知る

-多変量分析を行う必要
-労働政策研究・研修機構（JILPT）の協力

• 就業にまつわるテーマを中心に集計・分析
- ４つのテーマと参考

• 結果の概要，報告書はHPに掲載済
4４
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中高年者縦断調査特別報告について

【報告書の構成】

第１章 中高年者の就業継続と介護

中村真理子（国立社会保障・人口問題研究所）

第２章 高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響

三村国雄（元一橋大学経済研究所専任講師）

第３章 高齢者の公的年金受給額及び配偶関係別就業確率の観察

中野諭（独立行政法人労働政策研究・研修機構副主任研究員）

第４章 住宅と中高年期の労働供給

高橋陽子（独立行政法人労働政策研究・研修機構研究員）

参考 「団塊の世代」に焦点を当てた60 代における就業の変遷
－「団塊の世代」の段階的引退過程－

浅尾裕（独立行政法人労働政策研究・研修機構特任研究員）
5５

第１章 中高年者の介護と就業①

• 介護離職者は年間10万人を超えている
-就業構造基本調査（平成24年）

- 15歳以上で介護をしている人は約560万人
うち，３分の２が女性，50歳以上が約７割，

-中高年者縦断調査の対象者＝介護の中心的な担い手
「介護離職」の実態把握を行うのに適した調査

6６
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第１章 中高年者の介護と就業②

• 疑問
（１）「介護離職」しやすいのはどのような人か？

（２）「介護離職」のしやすさが異なるのはなぜか？

• 生存時間分析（離散時間ロジットモデル）
-介護を行っている場合の離職確率を推定
-年齢，学歴，就業形態の影響を統制
-配偶関係による違いに注目（男女別に推定）

※分析手法，結果の詳細については報告書参照

77７

第１章 中高年者の介護と就業③

配偶関係と介護の実施状況別にみた離職確率（オッズ比）
【男性】 【女性】

【結果】「介護離職」を経験しやすいのは独身男性と有配偶女性 8８
- 81-



第１章 中高年者の介護と就業④

• 「介護離職」のしやすさが異なるのはなぜか？
-働き方，介護の相手，同居の家族構成に注目
-集計・分析結果の要約

働き方 介護の相手
介護の相手以外の

同居家族
介護の分担 介護と離職の関係 結果

独身 週５日・40時間 自分の親 なし 期待できない
同居する自分の親を主
たる介護者として介護
している。

介護の実施
時に離職確
率が上昇

有配偶 週５日・40時間 自分の親，配偶者の親 子ないし配偶者 期待できる
妻が介護，夫が就業を
担うことで，家庭内で
分業か。

介護を実施
しても離職
確率の上昇
は見られな
い

独身 週５日・40時間 自分の親，配偶者の親 子 期待できる

同居していない自分の
親・配偶者の親の介護
なので，比較的負担が
少ないのでは。他の者
が主たる介護者になっ
ている可能性も。

介護を実施
しても離職
確率の上昇
は見られな
い

有配偶 就業時間はやや短い 自分の親，配偶者の親 子ないし配偶者 期待できる
妻が介護，夫が就業を
担うことで，家庭内で
分業か。

介護の実施
時に離職確
率が上昇

女性

男性

9９

第２章
高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響①

• 就業は健康維持につながるのか？
-高齢者が就業を希望する理由（日本）
「収入が欲しいから」 49.0%
「働くのは体によいから，老化を防ぐから」 24.8%

※第８回「高齢者の生活と意識に関する国際比較調査」（2015 内閣府）

‐就業行動が健康意識の維持・改善に与える影響をみる
遷移確率移行行列による分析（→このあと解説）

‐就業行動が健康維持へ与える影響
生存時間分析
※特定のイベントが発生するまでの期間の長さの分析

-就業者と不就業者の健康維持確率の差は60代後半に至っ
ても継続することを示唆 10１０
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第２章
高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響②

• 主観的健康感・・・「健康意識」とみなす
-使用する調査項目
問 「あなたの現在の健康状態はいかがですか」

答 「大変良い」「良い」「どちらかといえば良い」・・・健康

「どちらかといえば悪い」「悪い」「大変悪い」・・・不健康

- 「健康意識」の特徴（記述統計から確認できたこと）
加齢とともに「健康」な人の割合は低下

女性のほうが男性よりも「健康」な人の割合は高い

11１１

第２章
高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響③

• 明らかにしたいこと
‐働いていると「健康」を維持しやすいのか？

‐働いていると「不健康」になっても「健康」に戻りやすい？

• 遷移確率行列で確認
‐２時点間の状態の変化を示す行列

‐ある年齢で「健康」であった人は，翌年も「健康」か？

例:60歳時点で働いていた人と働いていなかった人の比較
①「健康」のまま維持 ②「健康」から「不健康」へ

③「不健康」から「健康」へ ④「不健康」のまま維持

①（健康維持）と③（健康改善）の割合に注目 12１２
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第２章
高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響④

• 働いている人 vs 働いていない人【男性】

13１３

第２章
高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響⑤

• 働いている人 vs 働いていない人【女性】

14１４
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第２章
高齢者の就業行動が健康意識の推移に与える影響⑥

• 結論
‐働いている人のほうが健康を維持する確率が高い傾向

働いている人のほうが，不健康から健康に改善される傾向

‐中高年者が就業することは，健康に良い影響がある

可能性

• この結果を解釈する上で注意する必要がある点
‐全11回の調査に連続して回答した者を使用
‐同じ「不健康」でも，不健康の程度が異なっている可能性

- 60歳代，70歳代以降のデータを用いた分析の必要
15１５
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